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栃木県内企業 働き方改革取組調査～同一労働同一賃金～【結果公表】 

事業主の皆さまの取組への支援を充実してまいります！ 

      
栃木労働局（局長 藤浪 竜哉）は、栃木県内企業の働き方改革（同一労働同一賃

金）に関する取組状況調査を実施（調査委託：株式会社日本リサーチセンター）し、

関係機関を構成委員とする「とちぎ公労使協働宣言実現会議」にて調査結果を公表い

たしました。調査結果をもとに、当局は「正社員と非正規雇用労働者との待遇の見直

し」について、事業主の皆さまの取組への支援を充実してまいります。 

 
《 調査の概要 》 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
（注）制度とは、同一労働同一賃金のことを指します。 
 

令和３年12 月８日 

【照会先】 

 栃木労働局雇用環境・均等室 
   室         長  相川 武志 
   地方待遇改善推進指導官  渡邊 宏子 

（電話）028－633－2795（FAX）028－637－5998 

栃木労働局 

 
Press Release 

○調査目的 

栃木県内企業の同一労働同一賃金に関する取組状況を調査し、実態を把握する

ことで、企業の取組に対する栃木労働局の支援に活用する。 

 

〇調査期間  令和３年（2021年）９月１日～９月30日  

【中小企業への制度適用開始（令和３年４月）の概ね５～６か月後の調査】 

 

〇調査方法  インターネット調査 

調査サイトを開設し、労働局からの文書、関係機関・団体等への協力要請 

により事業主に回答を依頼 

 

〇調査回答数  ５６２件 

 

※資料では、令和２年（2020 年）５月に公表された日本・東京商工会議所「人手

不足の状況、働き方改革関連法への対応に関する調査（以下、「全国調査」とい

います。）」の結果も参考に掲載しております。 

＜全国調査の概要＞ 

 ・調査期間   令和２年（2020年）２月３日～３月６日 

【大企業への制度適用開始（令和２年４月）の概ね１～２か月前の調査】 

・調査方法   各地商工会議所職員による訪問調査   

・回答企業数  2,838社（回答率 68.8％） 



 
 

《 結果の概要 》  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【添付資料】 
・栃木県内企業の働き方改革（同一労働同一賃金）に関する取組状況について 
・中小企業・小規模事業者等の皆さま 栃木働き方改革推進支援センターのご案内 
・キャリアアップ助成金のご案内 
・とちぎ公労使協働宣言実現会議設置要綱 

  
① 「正社員と非正規雇用労働者との待遇差」については、「正社員と非正規雇用労

働者との間に不合理な差はない」と回答した割合が最も多く 63.9％（参考：全国

調査37.0％）となっています。 

 

② 「非正規雇用労働者から、正社員との待遇差について説明を求められた場合」に

ついては、「客観的・合理的に説明ができる」と回答した割合が最も多く52.9％（参

考：全国調査33.1％）となっています。 

 

③ 各種手当、賞与の支給状況については、 

 ・「正社員、非正規雇用労働者いずれにも支給している」と回答した割合が多いも

のとして「賞与」が72.4％、「通勤手当」が89.7％（参考：全国調査 「賞与」

52.0％、「通勤手当」77.6％）となっています。 

 

 ・「正社員のみに支給している」と回答した割合が多いものとして「役職手当」が

79.3％、「退職手当」が 67.8％、「家族手当」が 51.7％（参考：全国調査 「役

職手当」78.0％、「退職手当」73.0％、「家族手当」60.4％）となっています。 
 

 

ポイント１ 同一労働同一賃金への対応状況 

  
〇対応に際しての課題については、「同一労働同一賃金の内容が分かりづらい」が

37.2％（参考：全国調査 50.1％）、「非正規雇用労働者の処遇改善に充てる原資が

ない」が30.2％（参考：全国調査21.1％）、「増加した人件費を価格転嫁できない」

が29.1％ （参考：全国調査49.2％）となっています。 

 

【労働局による支援】 

１ 「同一労働同一賃金の内容が分かりづらい」については、今後も引き続き栃木働

き方改革推進支援センターと連携し、セミナー等での制度説明、特に中小企業、小

規模事業者に対する個別支援により、事業主の制度への理解を深め、取組支援を進

めてまいります。 

 

２ 「非正規雇用労働者の処遇改善に充てる原資がない」、「増加した人件費を価格転

嫁できない」については、キャリアアップ助成金、働き方改革推進支援助成金、業

務改善助成金により支援してまいります。 
 
【支援に関するお問合せ先】栃木労働局雇用環境・均等室   ☎ 028-633-2795 

           栃木働き方改革推進支援センター ☎ 0800-800-8100 
県北出張所  ☎ 0800-800-8103 
県南出張所  ☎ 0800-800-8104 

 

ポイント２ 対応に際しての課題 



2021年4月1日

栃木労働局 雇用環境・均等室

栃木県内企業の働き方改革（同一労働同一賃金）に関する
取組状況について

【調査結果】



2021年4月1日

・調査の概要

・調査結果のポイントと労働局による支援



調査の概要

〇栃木県内企業の働き方改革（同一労働同一賃金）に関する取組状況についての調査の概要です。

〇本調査は、令和２年（2020年）５月に公表された日本・東京商工会議所「人手不足の状況、働き方改革関連法への
対応に関する調査（以下、「全国調査」といいます。）」と参考比較を行います。

※パートタイム・有期雇用労働法の施行開始時期（同一労働同一賃金の制度適用） 大企業：令和２年４月 中小企業：令和３年４月

５６２件

栃木県内企業の同一労働同一賃金に関する取組状況を調査し、

実態を把握することで、企業の取組に対する栃木労働局の支援

に活用することを目的とする。

調査回答数

調査目的

令和３年（2021年）９月１日～９月30日 【中小企業への施行後】

調査期間

インターネット調査

・調査サイトを開設し、労働局からの文書、関係機関・団体等

への協力要請により事業主に回答を依頼

調査方法

・調査地域 全国47都道府県

・調査対象 中小企業4,125社

参考：人手不足の状況、働き方改革関連法への対応に関する調査（全国調査）【調査の概要】

・調査方法 各地商工会議所職員による訪問調査

・回答企業数 2,838社（回答率 68.8％）

・調査の目的 中小企業における人手不足の実態、働き方改革関連法への認知度・準備状況を把握し、要望活動に活かすため。

・調査期間 令和２年（2020年）２月３日～３月６日 【大企業への施行の概ね１～２か月前】
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調査結果のポイントと労働局による支援
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〇対応に際しての課題については、「同一労働同一賃金の内容が分かりづらい」が37.2％（参考：全国調査50.1％）、「非正規雇用労

働者の処遇改善に充てる原資がない」が30.2％（参考：全国調査21.1％）、「増加した人件費を価格転嫁できない」が29.1％ （参

考：全国調査49.2％）となっています。

【労働局による支援】

１ 「同一労働同一賃金の内容が分かりづらい」については、今後も引き続き栃木働き方改革推進支援センターと連携し、セミナー等で

の制度説明、特に中小企業、小規模事業者に対する個別支援により、事業主の制度への理解を深め、取組支援を進めてまいります。

ポイント② 対応に際しての課題

１ 「正社員との同一労働同一賃金の対象になりそうな非正規雇用労働者の有無」については、「正社員と非正規雇用労働者との間に

不合理な差はない」と回答した割合が最も多く63.9％（参考：全国調査37.0％）となっています。

２ 「非正規雇用労働者から、正社員との待遇差について説明を求められた場合」については、「客観的・合理的に説明ができる」と

回答した割合が最も多く52.9％（参考：全国調査33.1％）となっています。

３ 各種手当、賞与の支給状況については、

・「正社員のみに支給している」と回答した割合が多いものとして「役職手当」が79.3％、「退職手当」が67.8％、「家族手当」が

51.7％（参考：全国調査 「役職手当」78.0％、「退職手当」73.0％、「家族手当」60.4％）となっています。

・「正社員、非正規雇用労働者いずれにも支給している」と回答した割合が多いものとして「賞与」が72.4％、「通勤手当」が

89.7％（参考：全国調査 「賞与」52.0％、「通勤手当」77.6％）となっています。

ポイント① 同一労働同一賃金への対応状況

＜センター＞ ＜キャリアアップ＞ ＜働き方改革、業務改善＞

２ 「非正規雇用労働者の処遇改善に充てる原資がない」、「増加した人件費を

価格転嫁できない」については、キャリアアップ助成金、働き方改革推進支援

助成金、業務改善助成金の支給により支援してまいります。
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【参考】パートタイム・有期雇用労働法、労働者派遣法の改正の概要



調査結果



本調査では全国調査と比べ、従業員規模101人以上、51～100人の回答が多く、11人～20人の回答が少なくなっています。

参考：人手不足の状況、働き方改革関連法への対応に関する調査（全国調査）

1.1% 1.2%

6.2% 23.5% 26.9% 41.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５人以下 ６人～１０人 １１人～２０人 ２１人～ ５０人 ５１人～１００人 １０１人以上 無回答

2.6% 7.8%

21.4% 29.8% 17.9% 19.1%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５人以下：６社（1.1％） ６～10人：７社（1.2％） 11～20人：35社（6.2％） 21～50人：132社（23.5％）

51～100人：151社（26.9％） 101人以上：231社（41.1％） 無回答：0社（0％）
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【事業員規模】あなたの会社の従業員規模をお教えください。



本調査では全国調査と比べ、看護・介護の回答が多く、建設業、製造業、卸売・小売業の回答が少なくなっています。

参考：人手不足の状況、働き方改革関連法への対応に関する調査（全国調査）

5.2% 21.7% 10.0%

0.9% 3.0% 2.5% 15.8% 2.1%

18.7% 20.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業 製造業 卸売・小売業 情報通信・情報サービス業

運輸業 宿泊・飲食業 介護・看護 金融・保険・不動産業

その他サービス業 その他 無回答

15.7% 34.0% 20.3%

3.2%

5.3% 6.2%

1.7% 2.3%

11.6%

3.6% 1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業：29社（5.2％） 製造業：122社（21.7％） 卸売・小売業：56社（10.0％） 情報通信・情報サービス業：5社（0.9％）

運輸業：17社（3.0％） 宿泊・飲食業：14社（2.5％） 介護・看護：89社（15.8％） 金融・保険・不動産業：12社（2.1％）

その他サービス業：105社（18.7％） その他：113社（20.1%） 無回答：0社（0％）
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【業種別割合】 あなたの会社の業種をお教えください。



〇同一労働同一賃金の「名称・内容ともに知っている」と回答した割合は90.9％と９割を超えています。

〇本調査では、全国調査と比べ、「名称・内容ともに知っている」と回答した割合が多くなっています。

参考：人手不足の状況、働き方改革関連法への対応に関する調査（全国調査）

73.4% 21.0% 4.7% 0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

90.9% 7.5% 1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

名称・内容ともに知っている 名称は知っているが内容は知らない 名称も内容も知らない 無回答
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【名称・内容の認知度】同一労働同一賃金の名称・内容をご存じですか。



〇同一労働同一賃金の「適用時期を知っている」と回答した割合は81.9％と８割を超えています。

〇本調査では、全国調査と比べ、「適用時期を知っている」と回答した割合が多くなっています。

参考：人手不足の状況、働き方改革関連法への対応に関する調査（全国調査）

69.7% 24.4% 5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

81.9% 18.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 知らない 無回答
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【適用時期の認知度】パートタイム・有期雇用労働法により、正社員と非正
規雇用労働者との同一労働同一賃金が適用された時期をご存じですか。



〇パートタイム・有期雇用労働法、労働者派遣法の改正により、正社員と非正規雇用労働者との間で、基本給や賞与など

のあらゆる待遇について、不合理な待遇差を設けることが禁止されました。同一労働同一賃金の対象について、「正社

員と非正規雇用労働者との間に不合理な待遇差はない」と回答した割合は63.9％と６割を超えています。

〇本調査では、全国調査と比べ、「正社員と非正規雇用労働者との間に不合理な待遇差はない」と回答した割合が多く

なっています。

参考：人手不足の状況、働き方改革関連法への対応に関する調査（全国調査）

23.4% 16.3%

37.0% 21.6% 1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15.5% 11.9%

63.9% 8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

対象になりそうな非正規雇用労働者がいる 自社の非正規雇用労働者が対象になるかどうか分からない
正社員と非正規雇用労働者との間に不合理な待遇差はない 非正規雇用労働者を雇用していない
無回答
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【対象の有無】あなたの会社に、正社員との同一労働同一賃金の対象になり
そうな非正規雇用労働者はいますか。



〇パートタイム・有期雇用労働法、労働者派遣法の改正により、非正規雇用労働者から正社員との待遇差の内容や理由等

について説明を求められた場合、説明を行う必要があります。待遇差の説明について、「客観的・合理的に説明ができ

る」と回答した割合は52.9％と５割程度になっています。一方、「説明はできるが、主観的・抽象的な内容にとどまっ

てしまう」との回答も42.5％と４割を超えています。

〇本調査では、全国調査と比べ、「客観的・合理的に説明ができる」と回答した割合が多くなっています。

参考：人手不足の状況、働き方改革関連法への対応に関する調査（全国調査）

33.1% 50.5%

11.6% 2.9%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

52.9% 42.5%

3.4%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

客観的・合理的に説明ができる 説明はできるが、主観的・抽象的な内容にとどまってしまう
説明できない（何をどの程度説明すればよいか分からない等） その他
無回答

12

【説明の可否】あなたの会社の非正規雇用労働者から、 正社員との待遇差に
ついて説明を求められた場合、説明できますか



〇「役職手当」「退職手当」「家族手当」は「正社員のみに支給している」と回答した割合が多くなっています。

〇「賞与」「通勤手当」は、「正社員、非正規雇用労働者いずれにも支給している」と回答した割合が多くなっています。

2.3%

5.7%

12.6%

37.9%

25.3%

51.7%

67.8%

79.3%

1.1%

4.6%

5.7%

2.3%

2.3%

2.3%

1.1%

19.5%

89.7%

6.9%

8.0%

72.4%

17.2%

18.4%

16.1%

77.0%

74.7%

51.7%

28.7%

12.6%

4.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食事手当

通勤手当

精皆勤手当

住宅手当

賞与

家族手当

退職手当

役職手当

正社員のみに支給している 非正規雇用労働者のみに支給している いずれにも支給している 13

【各種手当、賞与】あなたの会社の各種手当、賞与の支給状況についてお教
えください。



〇全国調査でも同様に、「役職手当」「退職手当」「家族手当」は「正社員のみに支給している」と回答した割合が多く、

「賞与」「通勤手当」は、「正社員、非正規雇用労働者いずれにも支給している」と回答した割合が多くなっています。

〇本調査では、全国調査と比べ、「賞与」「通勤手当」ともに「正社員、非正規雇用労働者いずれにも支給している」と回

答した割合が多くなっています。

7.7%

16.6%

17.9%

34.0%

40.5%

60.4%

73.0%

78.0%

0.3%

1.8%

2.6%

0.5%

1.5%

0.6%

0.5%

1.1%

17.0%

77.6%

8.1%

4.1%

52.0%

9.9%

10.8%

14.8%

71.1%

3.3%
67.6%

58.4%

4.8%

26.8%

14.0%

5.0%

3.9%

0.8%

3.8%

3.0%

1.2%

2.3%

1.7%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食事手当

通勤手当

精皆勤手当

住宅手当

賞与

家族手当

退職手当

役職手当

正社員のみに支給している 非正規雇用労働者のみに支給している いずれにも支給している いずれにも支給していない 無回答
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【各種手当、賞与】
参考：人手不足の状況、働き方改革関連法への対応に関する調査（全国調査）



〇「正社員と非正規雇用労働者との同一労働同一賃金の対応状況」について、「既に必要な対応は終えた」「現在取り組

んでいる最中である」と回答した割合の合計が70.1％と７割を超えています。

〇本調査では、全国調査と比べ、「既に必要な対応は終えた」と回答した割合が多く、「具体的な対応に関する検討をし

ている最中」「対応が必要だが、何をすべきか分からない」と回答した割合が少なくなっています。

参考：人手不足の状況、働き方改革関連法への対応に関する調査（全国調査）

6.6% 32.4% 7.7%

41.1% 11.7%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

36.8% 33.3%
1.1% 27.6% 1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既に必要な対応は終えた 現在取り組んでいる最中である
具体的な対応が決まり、今後取り組む予定 具体的な対応に関する検討をしている最中
対応が必要だが、何をすべきか分からない 無回答

15

【対応状況】正社員と非正規雇用労働者との同一労働同一賃金について、あな
たの会社の対応状況をお教えください。



16



〇正社員と非正規雇用労働者との同一労働同一賃金について、講じた対応策や対応予定の方策は、「非正規雇用労働者の基本

給や賞与、手当等の処遇改善」「会社全体の賃金・人事制度の構築・見直し」「正規／非正規の業務内容・配置の見直し」

と回答した割合が多くなっています。

0.0%

5.8%

3.5%

15.1%

18.6%

27.9%

29.1%

34.9%

36.0%

57.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

無回答

その他

非正規雇用労働者も福利厚生施設を利用できるよう施設を改修

正社員の処遇の見直し（手当の廃止や減額等）

非正規雇用労働者に対する教育訓練の実施

非正規雇用労働者の正社員化

非正規雇用労働者に特化した就業規則の策定・見直し

正規／非正規の業務内容・配置の見直し

会社全体の賃金・人事制度の構築・見直し

非正規雇用労働者の基本給や賞与、手当等の処遇改善

17

【対応策や対応予定の方策】正社員と非正規雇用労働者との同一労働同一賃金に
ついて、あなたの会社で講じた対応策や対応予定の方策をお教えください 。



3.8%

5.3%

5.3%

12.7%

8.4%

27.1%

20.2%

35.8%

36.4%

47.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

無回答

その他

非正規雇用労働者も福利厚生施設を利用できるよう施設を改修

正社員の処遇の見直し（手当の廃止や減額等）

非正規雇用労働者に対する教育訓練の実施

非正規雇用労働者の正社員化

非正規雇用労働者に特化した就業規則の策定・見直し

正規／非正規の業務内容・配置の見直し

会社全体の賃金・人事制度の構築・見直し

非正規雇用労働者の基本給や賞与、手当等の処遇改善

〇全国調査でも同様に、「非正規雇用労働者の基本給や賞与、手当等の処遇改善」「会社全体の賃金・人事制度の構築・

見直し」「正規／非正規の業務内容・配置の見直し」と回答した割合が多くなっています。

〇本調査では、全国調査と比べ、「非正規雇用労働者に対する教育訓練の実施」と回答した割合が多くなっています。
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【対応策や対応予定の方策】
参考：人手不足の状況、働き方改革関連法への対応に関する調査（全国調査）



〇正社員と非正規雇用労働者との同一労働同一賃金について、対応に際しての課題は、「同一労働同一賃金の内容が分かりづ

らい」「非正規雇用労働者の処遇改善に充てる原資がない」「増加した人件費を価格転嫁できない」と回答した割合が多く

なっています。

0.0%

15.1%

4.7%

8.1%

14.0%

22.1%

29.1%

30.2%

37.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

無回答

その他

正規・非正規の処遇差が大きい

身近に相談できる専門家がいない

業務が忙しく対応している時間的余裕がない

社内に対応のための人的余裕がない

増加した人件費を価格転嫁できない

非正規雇用労働者の処遇改善に充てる原資がない

同一労働同一賃金の内容が分かりづらい

19

【対応に際しての課題】正社員と非正規雇用労働者との同一労働同一賃金の対応
に際して、あなたの会社の課題をお教えください。



4.8%

4.6%

15.3%

5.3%

15.1%

18.4%

49.2%

21.1%

50.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

無回答

その他

正規・非正規の処遇差が大きい

身近に相談できる専門家がいない

業務が忙しく対応している時間的余裕がない

社内に対応のための人的余裕がない

増加した人件費を価格転嫁できない

非正規雇用労働者の処遇改善に充てる原資がない

同一労働同一賃金の内容が分かりづらい

〇全国調査でも同様に、「同一労働同一賃金の内容が分かりづらい」「非正規雇用労働者の処遇改善に充てる原資がな

い」「増加した人件費を価格転嫁できない」と回答した割合が多くなっています。

〇本調査では、全国調査と比べ、 「同一労働同一賃金の内容が分かりづらい」「増加した人件費を価格転嫁できない」と

回答した割合が少なく、 「非正規雇用労働者の処遇改善に充てる原資がない」と回答した割合が多くなっています。
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【対応に際しての課題】
参考：人手不足の状況、働き方改革関連法への対応に関する調査（全国調査）



「働き方改革推進支援センター」で、無料で訪問支援が受けられます！

「働き方改革推進支援センター」の支援内容

センターの企画により、
随時、働き方改革セミナーを
開催しています。

中小企業・小規模事業者等の皆さま

栃木働き方改革推進支援センターのご案内
働き方
働き方改革についての相談に応じています。相談無料、秘密厳守です。

改革推進支援センターでは、社労士等の労務管理の専門家が、

サポート事例の詳細は
「働き方改革特設サイト」へ

　「働き方改革関連法」の施行が順次始まっています。
　全国47都道府県に設置されている「働き方改革推進支援センター」では、
就業規則の作成方法や賃金規程の見直し、労働関係助成金の活用など、
『働き方改革』に関連する様々な労務管理上の疑問点について、
無料で相談・支援を行っています。
　来所相談・電話相談のほか、社会保険労務士等の専門家が
会社にお伺いする訪問支援も行っておりますので、
「働き方改革推進支援センター」を是非お気軽にご利用下さい。

栃木労働局

栃 木 働 き 方 改 革 推 進 支 援 セ ン タ ー ☎ 0800-800-8100
県北出張所 ☎ 0800-800-8103 県南出張所 ☎ 0800-800-8104

申込みは
裏面から！

セミナー開催
専門家がセンターの相談ブースにて
相談に応じます。
電話・メール及びWEBでの相談も
受け付けています。
(受付時間：平日午前9時～午後5時)

来所相談・電話相談

専門家が会社までお伺いして、
１回あたり２時間程度、最大６回まで無料で
相談をお受けします。

企業への専門家派遣（訪問相談サービス）



センター ：☎ 0800-800-8100
県北出張所：☎ 0800-800-8103
県南出張所：☎ 0800-800-8104

support@tochigi-hatarakikata.com

センター ：宇都宮市宝木本町1140-200 （TMC宇都宮支店内）
県北出張所：那須塩原市大原間西1-10-6 （TMC本社内）
県南出張所：小山市中央町3-3-10 ロブレ632ビルB301（TMC小山支店内）

栃木働き方改革推進支援センター

相談は無料です。１回２時間を標準として、最大６回まで支援します。

平日午前9時～午後5時

所在地

連絡先

受付時間

https://www.tochigi-hatarakikata.com
QRコードよりホームページをご覧いただけます

HP

センター及び県北・県南出張所の位置図は
ホームページからご覧いただけますMAP

※ご記入いただいた個人情報は、ご相談受付の目的のみ使用し、目的以外の使用は致しません。

栃木働き方改革推進支援センター支援等　FAX申込書

FAX番号　028－615－7620
（お申込み後、１週間以内にお電話でご連絡いたします）

貴社名
お名前
所在地

T E L
F A X
Ma i l

□第１希望：　　　月　　　日（　　曜日）午前・午後　　□オンライン相談希望
□第２希望：　　　月　　　日（　　曜日）午前・午後
□第３希望：　　　月　　　日（　　曜日）午前・午後

【ご訪問希望日時】

□センター来所相談　　□県北・県南出張所来所相談（専門家とのWEB相談）
□個別訪問相談　　□WEBによる個別相談　　□セミナーの開催
□WEBによるセミナーの開催　　□その他

【支援の方法】

□働き方改革関連法の説明　　　□労働時間関係　　□年次有給休暇
□同一労働同一賃金関係　　　　□人手不足関係　　□テレワーク関係
□働き方改革に伴う各種助成金　□就業規則　　　　□その他

【ご相談内容】

※センター、県北及び県南出張所での電話相談は随時受けておりますのでご利用ください　

（具体的な相談内容を御記載ください）



1

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

（事業主の方へ）

◆ 生産性の向上が認められる要件は、厚生労働省HP「生産性を向上させた企業は労働関係助成金が割増されます」をご確認ください。
◆ すべてのコースにおいて、助成人数や助成額に上限があります。

非正規雇用労働者のキャリアアップを支援します！

キャリアアップ助成金のご案内

助 成 内 容 助 成 額
※＜ ＞は生産性の向上が認められる場合の額

中小企業の場合 大企業の場合

正社員化
コース

有期雇用労働者等を正規雇用労働者等に
転換又は直接雇用した場合（１人当た
り）

① 有期 → 正規 57万円＜72万円＞ 42万7,500円＜54万円＞

➁ 有期 → 無期 28万5,000円＜36万円＞ 21万3,750円＜27万円＞

③ 無期 → 正規 28万5,000円＜36万円＞ 21万3,750円＜27万円＞

※ 正規雇用労働者には「多様な正社員（勤務地・職務限定正社員、短時間正社員）」を含みます。
※ 派遣労働者を派遣先で正規雇用労働者で直接雇用する場合、

①③：１人当たり28万5,000円＜36万円＞（大企業も同額）加算
※ 対象者が母子家庭の母等又は父子家庭の父の場合、

①：１人当たり9万5,000円＜12万円＞（大企業も同額）加算 ②③：4万7,500円＜6万円＞（大企業も同額）加算
※ 勤務地限定・職務限定・短時間正社員制度を新たに規定した場合、

①③：１事業所当たり9万5,000円＜12万円＞（大企業の場合、7万1,250円＜9万円＞）加算

障害者正社員化
コース

障害のある有期雇用労働者等を正規雇用
労働者等に転換した場合（１人当たり）

※ 正規雇用労働者には「多様な正社員（勤務
地・職務限定正社員、短時間正社員）」を含
みます。

① 重度身体障害者、重度知的障害者及び精神障害者の場合

有期 → 正規 120万円 90万円

有期 → 無期 60万円 45万円

無期 → 正規 60万円 45万円

② 重度身体障害者、重度知的障害者及び精神障害者以外の場合

有期 → 正規 90万円 67.5万円

有期 → 無期 45万円 33万円

無期 → 正規 45万円 33万円

※ 助成額が対象労働者に対する賃金の額を超える場合には、当該賃金の総額を上限額として支給します。

賃金規定等
改定コース

全て又は一部の有期雇用労働者等の基本
給の賃金規定等を増額改定し、昇給させ
た場合（対象労働者数に応じて、１事業
所当たり）

① 全ての賃金規定等を2％以上増額改定

対象労働者数 １～3人 9万5,000円＜12万円＞ 7万1,250円＜9万円＞

４～６人 19万円＜24万円＞ 14万2,500円＜18万円＞

７～10人 28万5,000円＜36万円＞ 19万円＜24万円＞

11～100人 ＊１人当たり 2万8,500円＜3万6,000円＞ 1万9,000円＜2万4,000円＞

② 雇用形態別、職種別等の賃金規定等を2％以上増額改定

対象労働者数 １～3人 4万7,500円＜60,000円＞ 3万3,250円＜4万2,000円＞

４～６人 9万5,000円＜12万円＞ 7万1,250円＜9万円＞

７～10人 14万2,500円＜18万円＞ 9万5,000円＜12万円＞

11～100人 ＊１人当たり 1万4,250円＜1万8,000円＞ 9,500円＜1万2,000円＞

※ 中小企業において3％以上５％未満増額改定を行った場合、
①：１人当たり1万4,250円＜18,000円＞加算、②：１人当たり7,600円＜9,600円＞加算

※中小企業において５％以上増額改定を行った場合
①：１人当たり2万3,750円＜3万円＞加算、②：１人当たり1万2,350円＜1万5,600円＞加算

※「職務評価」の手法の活用により実施した場合、
１事業所当たり19万円＜24万円＞（大企業の場合、14万2,500円＜18万円＞）加算

賃金規定等
共通化
コース

有期雇用労働者等と正社員との共通の賃金規定等を新たに規定・適用した場
合（１事業所当たり）

57万円＜72万円＞ 42万7,500円＜54万円＞

※ 対象となる有期雇用労働者等１人当たり
２万円＜2.4万円＞（大企業の場合、1.5万円＜1.8万円＞）加算

諸手当制度
等共通化
コース

有期雇用労働者等と正社員との共通の諸手当制度を新たに規定・適用したま
たは有期雇用労働者等を対象に「法定外の健康診断制度」を新たに規定し、
４人以上に実施した場合（１事業所当たり）

38万円＜48万円＞ 28万5,000円＜36万円＞

※ 対象となる有期雇用労働者等１人当たり
（「法定外の健康診断制度」を新たに規定し、４人以上に実施した場合を除く）

1.5万円＜1.8万円＞（大企業の場合、1.2万円＜1.4万円＞）加算
※ 共通化した諸手当２つ目以降につき、１手当当たり

16万円＜19.2万円＞（大企業の場合、12万円＜14.4万円＞）加算

選択的適用
拡大導入時
処遇改善
コース

労使合意に基づく社会保険の適用拡大の
措置の導入に伴い、その雇用する有期契
約労働者等について、働き方の意向を適
切に把握し、被用者保険の適用と働き方
の見直しに反映させるための取組を実施
し、当該措置により新たに被保険者とし
た場合
※従業員数が100人を超える事業所は一
部の助成が令和３年９月30日までの暫定
措置

（１事業所当たり） 19万円＜24万円＞ 14万2,500円＜18万円＞

※ 賃金の増額割合に応じて、１人当たり以下の通り助成額を加算

２％以上3％未満 1万9,000円＜2万4,000円＞ 1万4,000円＜1万8,000円＞

3％以上5％未満 2万9,000円＜3万6,000円＞ 2万2,000円＜2万7,000円＞

5％以上7％未満 4万7,000円＜6万円＞ 3万6,000円＜4万5,000円＞

7％以上10％未満 6万6,000円＜8万3,000円＞ 5万円＜6万3,000円＞

10％以上14％未満 9万4,000円＜11万9,000円＞ 7万1,000円＜8万9,000円＞

14％以上 13万2,000円＜16万6,000円＞ 9万9,000円＜12万5,000円＞

短時間
労働者
労働時間
延長コース

有期契約労働者等の週所定労働時間を５時
間以上延長し、社会保険を適用した場合
（１人当たり）

５時間以上延長 22万5,000円＜28万4,000円＞ 16万9,000円＜21万3,000円＞

労働者の手取り収入が減少しないように週所定労働時間を１時間以上５時間未満延長した場合でも助成
※基本給を一定額以上昇給している必要があります。

１時間以上２時間未満 4万5,000円＜5万7,000円＞ 3万4,000円＜4万3,000円＞

２時間以上３時間未満 9万円＜11万4,000円＞ 6万8,000円＜8万6,000円＞

３時間以上４時間未満 13万5,000円＜17万円＞ 10万1,000円＜12万8,000円＞

４時間以上５時間未満 18万円＜22万7,000円＞ 13万5,000円＜17万円＞

｢キャリアアップ助成金｣は、有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者など、非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアップを
促進するため、正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成する制度です。
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とちぎ公労使協働宣言実現会議設置要綱 

 

１ 目的 

  我が国においては、人口減少、少子高齢化という大きな課題があり、地方においてはそ

れが顕著な問題となっている。このため、「まち・ひと・しごと創生本部」が設置され、

各地域がそれぞれの特徴を生かした自律的で持続的な社会の創生に取り組んできた。 

  地方創生には、「まち」の活性化が必要であり、そのためには「ひと」が必要とされる。

さらに「ひと」が地方で定住するために、「しごと」がなければ地方創生はなしえない。 

「しごと」とは、単に雇用の場の確保のみならず、働きやすく魅力ある職場をつくってい

くことが必要である。 

こうしたことから、栃木では平成 28年 3月 14日に、別添の協働宣言を採択した。本会

議は、これを実現するために設置されたものであり、この枠組みのもと、関係者が協力し、

オール栃木で、多様な働き方を選択できる社会を実現し、働き手を確保し、栃木の活力を

維持・発展させることに取り組んできた。平成３０年６月に働き方改革関連法が成立し、

平成３１年４月より順次施行されるなど、「しごと」をめぐる情勢は次のステップに入っ

たところであるが、本会議は、これを機に、さらにこれまでの取組を加速させ、栃木にお

いて働きやすい職場を増やし、「しごと」の分野から経済の活性化や地方創生に貢献し、

魅力あふれる栃木を実現していくことを目的とする。 

 

２ 構成委員 

       栃木労働局長（議長）        

栃木県産業労働観光部長 

関東経済産業局地域経済部社会・人材政策課長 

   宇都宮市経済部長（栃木県市長会） 

       茂木町商工観光課長（栃木県町村会） 

       一般社団法人栃木県経営者協会専務理事 

       日本労働組合総連合会栃木県連合会事務局長 

       一般社団法人栃木県商工会議所連合会専務理事 

       栃木県商工会連合会専務理事 

       栃木県中小企業団体中央会専務理事 

       足利銀行人事労務担当役員 

       栃木銀行人事労務担当役員 

      ※栃木労働局総務部長（事務局長） 

       構成委員はあて職とし、後任者が引き継ぐこととする。 

 

３ 会議の内容 

  平成 28年 3月 14日に採択された協働宣言を実現するために以下の内容を協議する。 

 （１）長時間労働抑制対策、過重労働による健康障害防止、年次有給休暇取得促進、在宅

勤務（テレワーク）推進、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）も含めた

働き方改革の推進に関すること。 



                     

（２）正社員転換・待遇改善の推進をはじめ、若者、高齢者、障害者の雇用の促進に関 

すること。 

 （３）職場における女性の活躍推進に関すること。 

 （４）金融機関と連携した働き方改革の推進及び正社員転換・待遇改善に関すること。 

 （５）（１）から（４）に係る中小企業・小規模事業者の支援に関すること。 

（６）その他、労働分野における新たな将来的な課題に関すること。 

  

 

４ 会議の開催 

  議長は、必要に応じ会議を招集する。 

 

 

５ 庶務 

  本会議の庶務は、栃木労働局雇用環境・均等室において処理する。 

 

 

                          令和元年９月 11日 

  



                     

                 別添 

協 働 宣 言 
 

  地方創生には、「まち」の活性化が必要であり、そ

のためには「ひと」が必要とされる。さらに「ひと」

が地方で定住するために、「しごと」がなければ地方

創生はなしえない。 

  「しごと」とは、単に雇用の場の確保のみならず、

長時間労働の抑制や過重労働による健康障害の防止

等をはじめとする仕事と生活の調和（ワーク・ライ

フ・バランス）、正社員転換・待遇改善の推進、職場

における女性の活躍推進や労働分野での新たな将来

的な課題等に取り組み、「働きやすさ」の向上を持続

的に目指し、魅力ある職場づくりを行うことである。 

  栃木において、働きやすい職場を増やし、「しごと」

の分野から経済の活性化や「地方創生」に貢献し、さ

らなる栃木の魅力づくりを行うために、関係者が協

力して、オール栃木で取り組むことを表明する。 

 

平成２８年３月１４日 


